別記様式第１号（第７条関係）
美濃市東京圏移住支援事業補助金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

美濃市長

　美濃市東京圏移住支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、補助金の交付について申請します。

	フリガナ
	
	生年月日
	年　　月　　日

	申請者氏名
	
	
	

	住　　　所
	〒
                                    TEL

	メールアドレス
	

	世帯構成
	□単身世帯　　　　□２人以上の世帯

２人以上の世帯の場合、１８歳未満の者の人数　　人

	支援金の種類
	就　業
	起　業
	専門人材
	テレワーク
	関係人口

	
	
	
	
	
	

	申請額
	円　　　　　

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名
	続柄


	生年月日

（転入時の満年齢）
	美濃市における新たな

勤務先（学校）の名称

	1
	
	
	年　　月　　日

（　　歳）
	

	2
	
	
	年　　月　　日

（　　歳）
	

	3
	
	
	年　　月　　日

（　　歳）
	

	4
	
	
	年　　月　　日

（　　歳）
	

	5
	
	
	年　　月　　日

（　　歳）
	


	転出元の住所
	
	
	
	

	住　　所
	〒


東京23区内への在勤履歴（東京23区内の在勤者に該当する場合のみ記載）
	期間
	就業先
	就業地

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※５年以上の在勤履歴を記載
※東京23区内への在勤後、移住前に東京23区以外での在勤履歴があれば記入してください。
【添付書類】

□　写真付き身分証明書の写し、その他の提示により本人確認できる書類の写し
□　移住元の住民票の除票の写し（移住元での在住地、在住期間を確認できる書類）

□　世帯全員の住民票
□　移住元の市区町村における市区町村税完納証明書
□　東京２３区内で勤務していた企業等の就業証明書等移住元での在勤地、在勤期間、及び雇用保険の被保険者であったことを確認できる書類（東京２３区内への通勤の場合に限る。）
□　東京２３区内の大学等へ通学していたことを証明する書類（大学の通学期間を通勤期間とみなす場合に限る。）
□　就業先の就業証明書（別記様式第３号）（就業の場合、専門人材の場合に限る。）
□　岐阜県地域課題解決型創業支援事業費補助金交付要綱による起業支援事業に係る起業支援金の交付決定を受けていることが確認できる書類（起業の場合に限る。）
□　岐阜県プロフェッショナル人材確保事業補助金又は地方創生支援事業補助金（先導的人材マッチング事業）の交付決定を受けていることが確認できる書類（専門人材の場合に限る。）
□　就業先の就業証明書（別記様式第３号の２）（テレワークの場合に限る。）
□　在留カード又は特別永住者証明書の写し（外国人の場合に限る。）
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